





































































個 人 研 究
罪名が量的にふえるとともに，これに付随する犯罪捜
査が本質的には警備情報収集活動のために利用されて
いる状況があり，さらに「和光大学事件」の場合に典
型的にみられるように，本来「起訴にも値いしないほ
どの軽微な被疑事実を理由として令状の発行を求め，
それによって大学の研究・教育活動を一時的かつ全面
的に停止することがありうるからである」。この点，
従来学説・判例ともに大学の自治と司法警察の関係を
問題関心からはずし，大学における刑事警察活動を正
当視・当然視してしまったきらいがある。しかし，大
学の自治を守るという観点からいうならば，公安警察
活動の支配から大学を守るということと同じぐらいの
重要性をもって，司法警察活動を注視することが必要
であろう。
　なお，本研究の成果は，「大学の自治と外部権力」
（奥平・杉原編r憲法学2』有斐閣）という形で，論文
発表している。
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